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建設業法等の一部を改正する法律等の施行に伴う 
諸規定等の改正について 

 
 
 
 かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚

くお礼申し上げます。 
 さて、平成２６年６月４日付けで公布された建設業法等の一部を改正する法律

（平成２６年法律第５５号）のうち、許可に係る業種区分の見直しに関する改正

規定は、建設業法施行規則の一部を改正する省令（平成２７年国土交通省令第８

３号）等とともに、本年６月１日より施行されております。また、建設業許可申

請書等における法人番号記入欄の新設に係る改正については、本年１１月１日か

ら施行される予定となっております。 
 今般の建設業法及び上記の関係法令の改正規定の施行に当たっては、「「建設業

許可事務ガイドラインについて」の一部改正について」（平成２８年５月１７日

付け国土建第１０１号）、「「国土交通大臣に係る建設業許可の基準及び標準処理

期間について」の一部改正について」（平成２８年５月１７日付け国土建第１０

４号）及び「「経営事項審査の事務取扱いについて（通知）」の一部改正について」

（平成２８年５月１７日付け国土建第１０６号）により通知されたところであり

ますが、この度、これに加えて、同改正に係る留意事項が別添②「記」以下のと

おり定められました。 

つきましては、標記について、別添のとおり全建を通じ国土交通省土地・建設

産業局建設業建設課長より周知依頼がまいっておりますのでお知らせ申し上げ

ます。 


